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社会保険未加入対策の取組のスケジュール

平成28年度
6月頃
～

公共工事における社会保険未加入企業の排除

✓地方公共団体の発注工事において未加入企業の排除を図ることを入契法
に基づき要請

法定福利費を内訳明示した見積書の活用徹底
✓立入検査による見積書の活用徹底

✓再下請負についても活用徹底（下請指導ガイドラインの改訂）
加入すべき対象の明確化、周知・啓発の徹底
✓未加入の労働者の扱いについて明確化
✓一人親方等の雇用と請負の明確化の徹底に向けた周知
✓就労形態に応じ加入すべき適切な保険について周知
相談体制の強化
✓全国社会保険労務士会連合会との連携の強化
✓Ｑ＆Ａの充実等既存の相談体制の強化

7月頃
～

法定福利費を内訳明示下見積書に関する周知・啓発
✓研修会の開催 ✓見積書の作成手順の充実（簡易版の作成等）
社会保険未加入対策に係る説明会の全国での開催

平成29年度
4月
～

元請企業の下請企業に対する指導責任の強化（検討中）
公共工事における社会保険未加入企業の排除

✓直轄工事における２次以下の対策（検討中）
「建設業者等企業情報検索システム」に加入状況の情報を追加（準備が整い次第）

目標年次到来を受け、目標の達成状況を評価
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社会保険未加入対策の目標の検証スケジュール

①平成２９年４月頃
目標年次到来を受け、２８年度末時点で把握可能な数値で目標の達成状況（途中経
過）を検証

②平成２９年１１月以降
建設業許可更新時の加入指導一巡を受け、あらためて目標の達成状況を検証

「平成２９年度までに事業者単位では許可業者の１００％、労働者単位では少なくとも
製造業相当の加入状況を目指すべきである」 （平成２４年１月の中建審とりまとめ）

（１）企業別目標
○ 建設業許可更新時等の加入指導記録等から検証

※平成２４年１１月から許可更新時等の加入指導を開始したため、許可更新が一巡するのは平成２９年１０月末

（２）労働者別目標
○ 統計（厚生労働省「雇用保険事業年報」「厚生年金保険業態別規模別適用状況調」、
総務省「労働力調査」等）を用いて加入率を推計し、検証
※従業員４人以下の事業所（厚生年金、健康保険）に雇用される労働者や適用除外の労働者の数については
推計が必要

※データが公表されるまでに一定のタイムラグが生じる

目標

検証方法（案）

スケジュール（案）
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